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要旨：バリアフリー化を促す関連法律の制定と施行が続くなか、社会福祉学、工学、
建築学、観光学等の多様な学問領域で交通、施設、情報アクセス等におけるバリア
フリー化に関する研究が行われた。しかし、観光研究において、バリアフリー以外
の障害者の観光を取り巻く環境を総合的に考察する試みは必ずしも十分ではない。
本稿では、身体障害者の就業、課税・公的年金及び手当等を含めた収入に関連する
データの分析を行い、身体障害者の経済的状況が、彼らの観光における阻害要因の
一つになっていることを明らかにする。 
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Abstract: Research focusing on barrier-free transportation, facilities, and 
information in the fields of social welfare, engineering, architect, and tourism 
have been conducted as a result of the implementation of barrier-free related laws. 
However, factors that impede tourism for people with a disability have not been 
sufficiently discussed from a comprehensive perspective, particularly in tourism 
literature. This paper aims to identify economic challenges to tourism for people 
with a physical disability by analyzing their economic situation, including salary, 
taxation, public pension, and allowance.   
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1. はじめに 
平成 30 年版の「障害者白書」によると、身体障害者 436 万人、精神障害者 392 万 4 千
人、知的障害者 108 万 2 千人、人口千人当たりの人数は、身体障害者 34 人、精神障害者
31 人、知的障害者 9 人で、国民の約 7.4％が何らかの障害を有していると報告されている
（内閣府,2018）。本研究で対象とする身体障害者の社会活動を見ると、平成 8 年（1996
年）、平成 13 年（2001 年）、平成 18 年（2006 年）の全ての「身体障害児・者実態調
査」において、「旅行等」「旅行・キャンプ・つり等の活動」が最も高い割合を占めてい
る 1)（厚生労働省,1996;2001;2006）。また、平成 8 年（1996 年）、平成 13 年（2001 年）
の「身体障害児・者実態調査」では、「今後したい社会活動」のうち、「旅行等」を選ん
だ障害者の割合が最も高くなっている（厚生労働省,1996;2001）。さらに、東京都福祉保
健基礎調査「障害者の生活実態」（平成 25 年度）によると、身体障害者の過去一年間に
行った趣味や社会活動のうち、「コンサートや映画、スポーツなどの鑑賞、見物」が最も
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高い割合を占めており（東京都,2013）、観光に最も近い項目が選ばれている。ところが、
同調査の「障害又は難病のためにあきらめたり妥協したこと」という質問に対する回答と
して、身体障害者は平成 20 年度、平成 25 年度ともに「旅行や遠距離の外出」の割合が最
も高い。以上を踏まえると、観光が身体障害者にとって重要な活動であると同時に、妥協
せざるを得ない活動でもあることが分かる。 
日本において、障害者の観光に関する社会的認識を変えた契機となったのは、肢体に障
害を持つ石坂直行氏が 1972 年にヨーロッパを巡るパッケージツアーに参加し、その経験
を綴った著書『ヨーロッパ車いすひとり旅』を発表したことや 1982 年から続く障害者を
対象にした汽車旅行企画である「ひまわり号」の運行を挙げることができる。 
しかし、1994 年に初めて「障害者白書」が公表されたことや、1964 年より発行されて
いる「観光白書」において 1996 年になって漸く障害者のためのバリアフリーに焦点が当
てられたことからも、障害者への旅行や観光を含む余暇に関する社会的関心が高まったと
は言えない状況が続いたことが読み取れる。実際には、バリアフリーやノーマライゼーシ
ョン、ユニバーサルデザインといった用語の広がりとともに関連法律・政策が制定・施行
されることにより、1990 年代後半から障害者や彼らの観光に広く関心が寄せられたと考え
られる。障害者やその家族の旅行経験をまとめた書籍の出版も 2000 年以降活発になった
（例えば、阿部 2009；太田・遠藤 2009；北村 2012）。 
他方、障害者の観光に関する研究は、社会福祉学、工学、建築学、観光学等の多様な学
問領域で行われてきた。しかしながら、既往の研究成果を考察し、障害者の観光研究にお
ける課題、特に彼らの経済的状況に焦点を置いた研究は必ずしも十分に行われていない。
そのため、本研究ではまず、障害者の観光研究の動向を整理した上で、身体障害者の観光
を取り巻く環境を考察する際、彼らの経済的状況へ焦点を当てる必要性を述べる。次に、
身体障害者の就業、課税・公的年金及び手当てを含む収入を、「障害者白書」、「身体障
害児・者実態調査」、「生活のしづらさなどに関する調査」、「障害者の生活実態」等の
関連資料を整理し、経済的困窮が観光における阻害要因になることを明らかにする。 
 
2. 障害者の観光に関する研究の動向と課題 
日本における障害者の観光に関する研究は、主に 2000 年代以降行われ、交通、施設、
情報アクセス等におけるバリアフリーに焦点を当てたものが主流を占めている（例えば、
後藤ほか 2003；松田 2006；金子 2008；石塚ほか 2012）。日本国内外の障害者の観光研
究を比較してみると、2000 年代以降の研究の蓄積という特徴は、欧米の研究においては
必ずしも当てはまらない（例えば、Driedger 1987; Murray and Sproats 1990; Darcy 
1998）。しかしながら、もう一つの特徴であるバリアフリーに関するテーマへの集中は共
通している（例えば、Vignuda 2001; Darcy 2006; Darcy and Dickson 2009; Yildiz and 
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Polatoglu 2013）。 バリアフリー化されていない施設を含む環境的側面が障害者の観光
の阻害要因になっていることが報告されているように（Berthold, 2005） 、バリアフリ
ー（接近性の改善）は障害者の観光を考察する上で必要不可欠であるが、それ以外の障害
者の観光を取り巻く環境について殆ど注意が払われていないことが障害者の観光研究の動
向から見えてくる課題である。 
Yau ら（2004）も障害者の観光研究において、接近性のみに焦点が当てられる傾向を指
摘しながら、インタビュー調査を通して肢体障害者と視覚障害者が 5 つの段階を経て、観
光行動を実行するようになることを述べている。障害者の観光研究にいて、バリアフリー
とユニバーサルデザインを含む接近性以外の側面にも注目する必要があるという彼らの主
張と障害者が自らの観光に出かけるまでを丹念に追ったことは高く評価できるが、必ずし
も障害者の観光における阻害要因を究明するまでにはいたっていない。  
他方、井上（2010）は、関連法律・政策の策定及び施行、障害者への社会的注目度の向
上に伴い、段階的に障害者の旅行及び観光が向上されてきたと述べている。ところが、
2014 年 8 月 から 9 月にかけて筆者が行った身体障害者に対するインタビュー調査では、
障害者自身が感じる環境は、バリアフリー化に対しては全体的に肯定的な意見が多かった
ものの、バリアフリー化のみならず、障害者福祉支援を含む地域格差の課題に関する言及
を含む多様な声があり、障害者の観光を取り巻く環境が段階的に発展したと一概には言え
ない状況があることを確認した。そのなかには、そもそも障害を持つ者が旅行及び観光を
するには、健常者とは異なり、移動介護従事者（ガイド・ヘルパー）の交通費や宿泊費を
障害者自身が負担しなくてはならないため、少なくとも 1.5 人分の費用がかかり、収入
が旅行及び観光する上で最も重要な側面であると指摘する声もあった。なお、介助者をつ
けることができないと判断された障害者のなかにも実際移動する際には介助が必要な場合
等制度上の狭間にいることで、旅行や観光に出かけることが困難なケースがあるという声
もあった。さらに現状として、障害者を含む介助を必要とする人を対象にする募集型企画
旅行商品は、一般の募集型企画旅行商品と比較すると割高の値段が設定されているケース
が多い。 
そもそも観光行動が成立するためには、観光者の観光欲求・動機という主体側の要因に
加え、「費用」、「時間」、「情報」などの条件が整っていなければならない（前田・橋
本，2018）。贅沢財という性格を持つ観光においては、可処分所得が観光の前提条件とな
るため、身体障害者の観光を考える際にも当然ながら彼らの経済的状況に関する考察が必
要となる。 
従来、障害者の福祉研究領域において、貧困や経済格差はすでに指摘され（土屋 2008；勝
又 2012；白瀬 2018）、近年には女性障害者の貧困問題も議論されている（臼井・瀬山，
2011）。しかしながら、前述の通り、観光研究においては、街や施設、そして情報アクセ
スのバイアフリー化に関しては盛んに議論が行われる一方、障害者の経済的格差や貧困に
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焦点を当てる研究は管見の限り見当たらない。とりわけ、健常者が行う観光行動と比較し、
相対的に高い費用が発生する可能性を含む障害者の観光を考察する際には、障害者の経済
的状況に焦点を当てる必要がある。 
 
3. 身体障害者の収入の現状 
3.1 就業 
 「障害者白書」（平成 30 年）によると、民間企業の雇用障害者数は、49 万 5795 人とな
り、14 年連続で過去最高を更新したが（図 1 参照）、そのうち、身体障害者は 33 万 3454
人、知的障害者は 11 万 2293.5 人、精神障害者は 5 万 47.5 人であった（内閣府,2018）。
民間企業の障害者の実雇用率も、1977 年の 10.09％から 2017 年の 1.97％まで上昇してい
る。 
 
 
図 1 障害者雇用の現状 
出典：厚生労働省職業安定局,2017,14 頁；内閣府,2018,78 頁より作成 
 
 前出の「障害者⽩書」（平成 30 年）にみると、国・地⽅公共団体の状況は、国の機関
に 7593 名、都道府県の機関に 8633 名、市町村の機関に 2 万 6412 ⼈、都道府県等の教育
委員会には 1 万 4644 ⼈の雇⽤障害者数が報告され、勤務している障害者の割合はそれぞ
れ国の機関 2.5％（法定雇⽤率：2.3％）、都道府県の機関 2.65％（2.3％）、市町村の機
関 2.44％（2.3％）、都道府県等の教育委員会 2.22％（2.22％）であった。 
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ところが、2018 年 8 ⽉に国の⾏政機関で障害者雇⽤の⽔増しが発覚し、再調査の結果、
2017 年 6 ⽉時点で中央省庁などの国の機関で 2.5％と公表していた雇⽤率が、実際は
1.17％であったことが判明された（⽇本経済新聞，2018 年 12 ⽉ 25 ⽇）。厚⽣労働省は、
⾏政や司法などの国の機関での 2018 年 6 ⽉時点の障害者雇⽤率は 1.22％と公表し、17 年
の雇⽤率より 0.05 ポイント増加したものの（⽇本経済新聞，2018 年 12 ⽉ 25 ⽇）、2 年
連続で法定雇⽤率（2.5％）の半分以下であることに変わりはない1)。 
一方、全国在宅障害児・者を対象にした「生活のしづらさなどに関する調査」（平成28
年）での「日中の過ごし方の状況」の質問に対し、身体障害者手帳を保持している859人
（65歳未満）のうち、正社員が16.8％、正社員以外が14.7％、自営業が5.8％、障害者通
所サービスが12％、介護保険の通所サービスが4％、病院等のデイケアが1.2％、リハビリ
テーションが7.9％、学校が5.2％、障害児通所施設が2.1％、社会活動などが3.6％、家
事・育児・介護等が11.5％、家庭内が36.9％を占めていた（厚生労働省社会・援護局障害
保健福祉部,2018）。身体障害者の正社員が2,401人のうち321人で13.3％、正社員以外が
249人で10.3％を占めていた平成23年の同調査結果に照らしてみると、両方とも5年間割合
は高くなったことが分かる（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部,2013）。ただし、
この調査結果からは、身体障害者の就業状況の詳細や就業による収入を把握することが困
難なため、以下では「身体障害児・者実態調査」（平成18年）の結果を参照したい。 
同調査によると、身体障害者の就業の状況をみると、視覚障害者の就業者数が、379人
のうち81人（就職率：21.4％）、聴覚・言語障害者の就業者数が、420人のうち87人
（20.7％）、肢体不自由者の就業者数が、2,154人のうち414人（19.2％）であった。内部
障害者の就業者数は1310人のうち289人で、身体障害者のうち最も高い就業率（22.1％）
を占めていた。  
職業・就業形態をみると、総数871人のうち、「事務」に従事している者が140人（視覚
障害者6人、聴覚・言語障害者13人、肢体不自由者72人、内部障害者49人）で最も高い割
合の16.1％を占めていた。続いて、「専門的、技術的職業」に従事している者が124人
（視覚障害者9人、聴覚・言語障害者14人、肢体不自由者55人、内部障害者46人）で
14.2％、「農業、林業、漁業」に従事する者が87人（視覚障害者7人、聴覚・言語障害者6
人、肢体不自由者45人、内部障害者29人）で10％を占めていた。 
 他方、就業形態は、総数 871 人のうち、「常用雇用労働者」が 304 人（視覚障害者 19
人、聴覚・言語障害者 34 人、肢体不自由者 143 人、内部障害者 108 人）で最も高い割合
の 34.9％を占めていた。続いて、「自営業主」が 220 人（視覚障害者 35 人、聴覚・言語
障害者 15 人、肢体不自由者 95 人、内部障害者 75 人）で 25.3％、三番目に、「会社、団
体の役員」が 100 人（視覚障害者 4 人、聴覚・言語障害者 16 人、肢体不自由者 51 人、内
部障害者 29 人）で 11.5％を占めている。 
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身体障害者の就業収入（1ヵ月間）の状況をみると、表1で見られるように「回答なし」
を除けば、総数678人のうち、「7万円以上11万円未満」が121人（視覚障害者7人、聴覚・
言語障害者14人、肢体不自由者59人、内部障害者41人）で17.85％と最も高い割合を占め
ていた。続いて、「30万円以上50万円未満」が96人（視覚障害者6人、聴覚・言語障害者3
人、肢体不自由者53人、内部障害者34人）で14.16％、三番目に「19万円以上23万円未
満」が80人（視覚障害者6人、聴覚・言語障害者6人、肢体不自由者39人、内部障害者29
人）で11.8％、四番目に「3万円以上7万円未満」が78人（視覚障害者11人、聴覚・言語障
害者9人、肢体不自由者34人、内部障害者24人）で11.5％、五番目に「50万円以上」が72
人（視覚障害者6人、聴覚・言語障害者2人、肢体不自由者37人、内部障害者27人）で
10.62％を占めている。就業収入が19万円未満の割合は56.05％、23万円未満の割合は
67.85％となり、約7割の身体障害者が1ヵ月間で23万円未満の就業収入を得ていることが
確認できる。 
 
表１ 身体障害者の就業収入（1ヵ月間） 
就業収入 回答者（人） 割合（％）
3万円未満 61 9.00 
3 万円以上 7万円未満 78 11.50 
7 万円以上 11 万円未満 121 17.85 
11 万円以上 15 万円未満 59 8.70 
15 万円以上 19 万円未満 61 9.00 
19 万円以上 23 万円未満 80 11.80 
23 万円以上 25 万円未満 10 1.47 
25 万円以上 30 万円未満 40 5.90 
30 万円以上 50 万円未満 96 14.16 
50 万円以上 72 10.62 
合計 678 100 
出典：厚生労働省,2006,42頁より作成 
 
また、東京都福祉保健基礎調査「障害者の生活実態」（平成 25 年度）によると、収入
を伴う仕事をしていると答えた人の割合は、身体障害者が 22.1％、知的障害者が 28.1％、
精神障害者が 22.3％、難病患者が 31.7％となっており、身体障害者の収入を伴う就業者
の割合がその他の障害者の割合より若干低かった（東京都,2013）2)。身体障害者の仕事の
種類に関して割合が高い順からみると、正規の職員・従業員が 32.7％、非正規の職員・従
業員が 30.1％、自営業が 22.4％、会社等の役員が 9.2％、家業の手伝いが 3.1％、その他
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が 1.9％、内職が 1.7％であった。最後に、平成 24 年中の収入の種類を聞いたところ、身
体障害者の 77.3％が「年金・恩給」を選択し、「賃金・給料」の 17.9％を大きく上回っ
ていることが分かった。総じて、身体障害者の就労による収入は、決して高いとは言えな
い。 
 
3.2 課税・公的年金・公的手当 
「身体障害児・者実態調査」（平成 18 年）によると、身体障害者の課税の状況は、
50.9％が所得税非課税、40.4％が市町村民税非課税であり、生活保護を受給している身体
障害者は、全体 4,263 人のうち、153 人で 3.6％（回答なし 1,046 人）を占めていた（厚
生労働省,2006）3）。一方、身体障害者の公的年金と手当の受給状況は、「障害に起因する
年金」（国民年金、厚生、共済、その他の年金）と「障害以外の年金」（老齢、遺族年金
等）の公的年金の受給者は、総数 4,263 人のうち、2,885 人で 67.7％を占めていた。 
「障害に起因する年金」の受給者は、2,507 人（58.8％）で、その詳細は、「国民年金
のみ」が 991 人（23.2％）、「厚生、共済のみ」が 1,334 人（31.3％）、「その他の年金
のみ」が 121 人（2.8％）、「国民、その他の年金」が 20 人（0.5％）、「厚生、共済、
その他の年金」が 41 人（1％）で、「老齢、遺族年金等」が 378 人（8.9％）であった。
なお、公的手当に関しては、総数 4,263 人のうち、708 人（16.6％）が受給していると答
えており、公的手当を受給していないと答えた者は、1,911 人（44.8％）であった。 
 
3.3 総収入 
「身体障害児・者実態調査」（平成 18 年）と「生活のしづらさなどに関する調査」
（平成 23 年）の結果から身体障害者の一月当たりの平均収入の現状を整理すると4）、平成
18 年と平成 23 年ともに、「6 万円以上 9 万円未満」がそれぞれ 17.55％と 23.15％で最も
高い割合を占めていた（厚生労働省,2006; 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉
部,2013）。続いて、「9 万円以上 12 万円未満」が平成 18 年に 12.63％、平成 23 年には
13.65％を占めていた。「15 万円未満」が平成 18 年に 58.78％、平成 23 年には 63.87％ま
で上昇した。 
 
表 2 身体障害者の一月当たりの平均収入 
 
平成 18 年 平成 23 年 
回答者（人） 割合（％） 回答者（人） 割合（％） 
0 円以上 1万円未満 195 7.00 167 9.34 
1 万円以上 3 万円未満 85 3.05 59 3.30 
3 万円以上 6 万円未満 255 9.15 95 5.31 
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平成 18 年 平成 23 年 
回答者（人） 割合（％） 回答者（人） 割合（％） 
6 万円以上 9 万円未満 489 17.55 414 23.15 
9 万円以上 12 万円未満 352 12.63 244 13.65 
12 万円以上 15 万円未満 262 9.40 163 9.12 
15 万円以上 18 万円未満 186 6.67 154 8.61 
18 万円以上 21 万円未満 249 8.93 169 9.45 
21 万円以上 24 万円未満 116 4.16 42 2.35 
24 万円以上 27 万円未満 112 4.02 55 3.08 
27 万円以上 30 万円未満 66 2.37 35 1.96 
30 万円以上 50 万円未満 234 8.40 144 8.05 
50 万円以上 99 万円未満 105 3.77 47 2.63 
99 万円以上 81 2.91 0 0.00 
合計 2787 100 1788 100 
出典：厚生労働省,2006,45 頁;厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部,2013,45 頁より作成 
注：「回答なし」、「不詳」の数値は省いた上で算出した割合を記載 
 
東京都福祉促進基礎調査「障害者の生活実態」（平成 25 年度）によると、平成 24 年中
の身体障害者の収入額（生活保護費を除く）は、年間 200 万円未満が 61.1％を占めており
（うち収入なし 7.1％、50 万円未満 6.7％、50～100 万未満 19.2％、100～150 万未満
15.3％、150～200 万未満 9.8％）、前出の「身体障害児・者実態調査」（平成 18 年）と
同様に、全体的に身体障害者の収入の低さが確認できる。さらに、土屋（2008）による東
京都稲城市と静岡県富士市の 18 歳以上 65 歳未満の身体障害者合計 132 名を対象に行われ
た調査結果を参照すると、身体障害者本人の年間収入平均額は 216.18 万円（男性 294.8
万円、女性 125.7 万円）と低額であったことも報告されている。 
以上を踏まえると、身体障害者の総収入は決して高くなく、扶養家族等の支援を想定し
たとしても、観光を含む余暇に充てる費用が十分に確保されているかに関しては疑問が残る。 
 
4. おわりに 
本稿では、まず、日本における障害者の観光に関する研究動向を整理し、主に 2000 年
代に入ってから障害者の観光が注目され、とりわけ、交通、施設、情報アクセスにおける
バリアフリー化に焦点が当てられたことを指摘した。なお、バリアフリー化に関する議論
は、日本のみならず海外の観光研究においても共通してみられることも確認できた。バリ
アフリー化は、障害者の外出や旅行において必要不可欠であることは確かである。しかし、
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観光において、障害者が健常者より高い費用を負担する可能性があることを踏まえると、
彼らの経済的状況が観光における阻害要因として作用する可能性がある。そのため、身体
障害者の就業、課税・公的年金及び手当等を含む収入を関連する資料を整理し分析を試み
た。身体障害者の総収入の分析結果からは、割高に設定されているバリアフリーの旅行商
品を購入することや、身体障害者が移動介護従事者とともに旅行することも容易ではない
ことが推察できる。バリアフリー化という概念を広義的に捉えるなら、障害者の経済的困
窮も、解消されるべきバリアー（障壁）の一つであることが指摘できる。 
 
付記 
本稿は、韓国日本近代学会第 32 回国際学術大会（2014 年 11 月）にて報告した内容を加
筆・修正したものであり、2016-2018 年度科学研究費若手研究（B）「身体障害者の観光の
現状と阻害要因に関する実証的研究」の成果の一部でもある。 
 
  
注 
1) 平成 8 年版と平成 13 年版の「障害者白書」においては「旅行等」、平成 18 年版は「旅行・キ
ャンプ・つり等の活動」という項目で調査が行われた。 
2) 国の行政機関のみならず、地方自治体の機関における水増しも発覚しており、国・地方公共団
体における障害者雇用に関する公表結果に対する信頼性が損なわれていることも指摘しておく
べきだろう。 
3) 収入を伴う仕事の有無に関して、身体障害者の 75％が「仕事をしていない」、2.4％が「福祉
的就労をしている」と回答した。 
4）平成 28 年の「生活のしづらさなどに関する調査（全国在宅障害児・者等実態調査）結果」に
よると、18 歳以上 65 歳未満の身体障害者 805 人のうち、「住民税課税無し」、「所得税課税
無し」は両方とも 377 人で 46.8%を占める一方、生活保護の受給者は 46 人で 5.7%にとどまっ
た（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部, 2018）。 
5）最新の公表資料としては、平成 28 年の「生活のしづらさなどに関する調査（全国在宅障害
児・者等実態調査）結果」がある。ところが、身体障害者の平均収入に関しては、サンプル数
が平成 23 年生活のしづらさなどに関する調査（全国在宅障害児・者等実態調査）結果と身体
障害児・者実態調査（平成 18 年）に比較した場合、サンプル数において大きな差が見られた
ため、データとしては扱わないことにした。なお、本稿で記載する総収入及び平均収入は、平
成 18 年の「身体障害児・者実態調査」においては、「就労収入」、「障害に起因する公的年
金」、「障害に起因する公的手当」、「その他の収入」、平成 23 年の「生活のしづらさなど
に関する調査（全国在宅障害児・者等実態調査）結果」においては、「給料・工賃等」、「障
害年金などの公的年金等」、「公的な手当」、「家族や親戚からの仕送り」、「その他」の内
訳で調査され、それらの合計として算出されたものである。 
 
 
参考文献  
阿部よしこ（2009）『旅へ！自閉症の息子らと―合言葉はノー・プロブレム―』岩波
書店 
10 
 
太田仁史・遠藤尚志・失語症者家族（2009）『対談集 旅は最高のリハビリ！―失語症
海外旅行団の軌跡―』エスコアール 
Berthold, V. (2005) Barrier-free tourism for all: the need for know-how, Trends and skill needs 
in tourism, Cedefop, pp.74-78 
Darcy, S. (1998) Anxiety to Access: Tourism Patterns and Experiences of Disabled New South 
Wales People with a Physical Disability. Sydney: Tourism New South Wales. 
Darcy, S. (2006) Setting a Research Agenda for Accessible Tourism, CRC for Sustainable 
Tourism. 
Darcy, S., and Dickson, T. (2009) A Whole-of-Life Approach to Tourism: The Case for 
Accessible Tourism Experiences, Journal of Hospitality and Tourism Management, 16(1), 
pp.32-44 
Driedger. D. (1987) Disabled People and International Air Travel. Journal of Leisurability 14, 
pp.13-19 
後藤哲男・平井邦彦・澤田雅浩 (2003)「南魚沼郡における障害者受け入れの可能性」、
学術講演梗概集（E-2, 建築計画 II, 住居・住宅地, 農村計画, 教育）、745-746 頁 
井上寛 (2010)『障害者旅行の段階的発展』流通経済大学出版会 
石坂直行 (1973)『ヨーロッパ車いすひとり旅』日本放送出版協会 
石塚裕子・新田保次・飯田克弘 (2012)「視覚障がい者の旅行・観光における意思決定
過程に関する基礎的研究」、福祉のまちづくり研究、14(1)、A1-A10 頁 
金子正光 (2008)「宮崎におけるバリアフリー情報提供システムに関する研究」、宮崎
公立大学人文学部紀要、15(1)、63-79 頁 
勝又幸子（2012）「障害者と格差社会―複合差別と排除―」橘木俊詔編『格差社会』
ミネルヴァ書房、115-129 頁。 
北村森（2012）『途中下車―パニック障害になって。息子との旅と、再生の記録―』
河出書房新社 
厚生労働省（1996）「身体障害児・者実態調査」（平成 8 年）、https://www.mhlw.go.jp/ 
www1/toukei/h8sinsyou_9/index.html、2018 年 1 月 31 日閲覧 
厚生労働省（2001）「身体障害児・者実態調査」（平成 13 年）、https://www.mhlw.go.jp/ 
houdou/2002/08/h0808-2.html、2018 年 1 月 31 日閲覧 
厚生労働省（2006）「身体障害児・者実態調査」（平成 18 年）、https://www.mhlw.go.jp/ 
toukei/saikin/hw/shintai/06/index.html、2018 年 1 月 31 日閲覧 
厚 生 労 働 省 職 業 安 定 局 （ 2017 ） 「 障 害 者 雇 用 の 現 状 等 」 、 14 頁 、
https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-11601000-Shokugyouanteikyoku-Soumuka/ 
0000178930.pdf、2018 年 12 月 11 日閲覧 
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部（2013）「平成 23 年生活のしづらさなどに関
する調査（全国在宅障害児・者等実態調査）結果」、https://www.mhlw.go.jp/toukei/ 
list/dl/seikatsu_chousa_c_h23.pdf、2018 年 12 月 25 日閲覧 
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部（2018）「平成 28 年生活のしづらさなどに関
する調査（全国在宅障害児・者等実態調査）結果」、https://www.mhlw.go.jp/toukei/ 
list/dl/seikatsu_chousa_c_h28.pdf、2018 年 12 月 25 日閲覧 
前田勇・橋本俊哉（2018）「観光行動を成立させるもの」前田勇編『現代観光総論』
（第 2 版）、学文社、117-123 頁 
松田博幸 (2006)「呉市の観光・宿泊施設のバリアフリー・ユニバーサルデザインの現
状」、近畿大学工学部研究報告、40、47-56 頁 
百瀬優（2018）「障害者と貧困」駒村康平編『貧困』、ミネルヴァ書房、115-129 頁 
Murray, M., and Sproats, J. (1990). The Disabled Traveler: Tourism and Disability in Australia. 
Journal of Tourism Studies, 1, pp.9-14. 
11 
 
内閣府（2018）「障害者白書」（平成 30 年） 
日本経済新聞「国の障害者雇用率、18 年 1.22％、8 割超の機関が未達成」、社会、
2018 年 12 月 25 日付、https://www.nikkei.com/article/ 
DGXMZO39332470V21C18A2CR0000/、2018 年 12 月 25 日閲覧 
東京都（2008）「福祉保健基礎調査 障害者の生活実態」（平成 20 年度） 
東京都（2013）「福祉保健基礎調査 障害者の生活実態」（平成 25 年度） 
土屋葉（2008）「障害者の自立支援に向けた生活実態把握の重要性－「障害者生活実
態調査」の結果から－」、季刊社会保障研究、44(2)、196-211 頁 
臼井久美子・瀬山紀子（2011）「障害女性の貧困から見えるもの」松井彰彦・川島
聡・長瀬修編『障害を問い直す』東洋経済新報社、55-87 頁 
Vignuda,J.L. (2001). Promotion of Barrier-free Tourism for People with Disabilities in the 
Asian and Pacific Region, Economic and Social Commission for Asia and the Pacific 
(ESCAP), pp.1-9. 
Yau, M.K., McKercher, B., Packer, T.L. (2004). Traveling with a Disability: More than an 
Access Issue, Annals of Tourism Research, 31(4), pp.946-960. 
Yildiz, S. and Polatoglu, C. (2013). Evaluating the Built Environment in the Context of Barrier 
Free Tourism, A Case Study in Istanbul, Tourism in Southern and Eastern Europe, pp.435-
446. 
 
 
 
Received on 31 December 2018 
  
 
 
 
 
